
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

平成 12 年 3 月 

 

大 阪 府 企 画 調 整 部 統 計 課                



ま  え  が  き 

 

 大阪府産業連関表は、昭和３０年以来 5年ごとに、財・サービスの産業相互間の取引

関係をマトリックス表にまとめているものであり、本報告書では平成７年表を掲載して

います。 

 今回の対象となる平成７年の経済状況は、バブル経済後の長期にわたる景気の低迷か

らようやく脱しようとする中で、年初の阪神・淡路大震災や１ドル＝79 円という円高

の影響を受けて一進一退で推移しましたが、第４四半期(10 月～12 月)には企業の設備

投資や住宅建設を中心に回復傾向がみられました。 

 その後、大阪経済は平成９・10 年度と 2 年連続でマイナス成長となるなど厳しい状

況となっており、今後大阪府政を運営する上で、府内企業の経営活動等に関してもより

一層正確な状況把握が求められています。このような中で、多くの統計資料を基にして

大阪産業の構造を総合的に明らかにした大阪府産業連関表は、経済構造の現状分析、経

済計画の策定、行政施策の効果測定などに役立つものであり、各方面で幅広くご活用い

ただければ幸いです。 

 今回の刊行に際し、種々のご指導をいただきました関西学院大学の伊藤正一教授、総

務庁統計局、通商産業省・近畿通商産業局、府立産業開発研究所の皆様、並びに貴重な

資料を提供いただきました関係各位に厚くお礼申し上げます。 

 

 

   平成１２年３月 

 

                     大阪府企画調整部長  末吉 徹 



利 用 上 の 注 意                     

 

 

１ 統計表中の数値は単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳とが一致しない場合がある。 

 

２ 大阪府では、西暦末尾が０、５の年の基本表を作成している。また、地域間表、延長表を作成してい

る年もある。参考に近年の作成内容を示すと以下のとおりである。 

 
 

作成対象年 

 

 

種 別 

 

 

部 門 数  

 

 

備 考   

 

 

 昭和６０年 

 

  ６３年  

 

 平成 ２年 

 

  ２年  

 

  ５年  

 

  ７年  

 

 

 基本表 

 

 延長表 

 

 基本表 

 

 地域間表 

 

 延長表 

 

 基本表 

 

 

 ２９，８４部門 

 

 ２９，８４部門 

 

 ３２，９１部門 

 

 ８部門 

 

 ３２，９１部門 

 

 ３２，９３部門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今回公表 

 

 

３ 今回表と以前の表との比較を行う場合には、部門数、部門コードが変更されている場合があるので注

意が必要である。なお、７年表と２年表の主な変更点は、巻末の付属資料「第３章 平成２年表からの

主な変更点」に掲載している。 

 

４ 推計方法、部門分類等の参考資料についても、巻末の付属資料に掲載しているので参照されたい。 

 

５ 昭和60年、平成２年の部門別生産額については平成７年の部門分類にコンバートして再計算を行った

 ため既公表の各報告書の数値と一致しない部門がある。なお、総生産額については、変更はない。 

 

  本書の内容等につきましては、下記にご照会ください。 

    〒540-8570 大阪市中央区大手前２丁目 

     大阪府企画調整部統計課統計分析係 

    ℡ ０６（６９４１）０３５１ 内線 ２３５０ 
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